高齢第　７０号　
平成２９年４月１８日　
　各社会福祉法人代表者　様
埼玉県福祉部高齢者福祉課長　
谷澤　正行（公印省略）
厚生労働省からの社会福祉法人制度に係る通知について（依頼）
　高齢者福祉行政の推進につきましては、日頃格別の御理解、御協力を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、厚生労働省から下記のとおり社会福祉法人制度に関する通知等がありましたのでお知らせします。
　貴法人におかれましては、下記の通知等を御了知いただき、引き続き適正な法人運営をお願いいたします。　
記
１　通知
（１）「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」による情報の提供等について（依頼）（平成２９年３月２９日付け厚生労働省社会・援護局長通知）
（２）社会福祉法人が届け出る「事業の概要等」等の様式について（平成２９年３月２９日付け厚生労働省３局長連名通知）
（３）「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」の一部改正について（平成２９年３月２９日付け厚生労働省３局長連名通知）
（４）「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」の一部改正について（平成２９年３月２９日付け厚生労働省４課長連名通知）
（５）社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて（平成２９年３月２９日付け４課長連名通知）

２　事務連絡（平成２９年３月２９日付け厚生労働省社会・援護局福祉基盤課）
（１）社会福祉法施行規則第９条による届出方法について

（２）社会福祉法人制度改革に伴う消費税の申告に関するQ＆Aについて
（３）租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第25条の17第６項第１号の要件を満たす社会福祉法人の定款の例について（厚生労働省から平成２９年１月２４日に示された租税特別措置法第４０条の遡及課税等に係るQ＆Aも参考に再度送付します。）
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